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今週のことば

放置スーツケース問題

近年、訪日観光客の増加に伴い、空港やホ

テル、路上などに不要となったスーツケー

スを放置する行為が相次いでおり、爆発物

などの可能性もあることから社会問題に｡

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 ８／１８(月) 赤口

 　　１９(火) 先勝

 　　２０(水) 友引　アフリカ開発会議（横浜）

 　　２１(木) 先負

 　　２２(金) 仏滅　バレーボール女子世界選手権

 　　２３(土) 先勝　処暑、旧暦７月１日、日韓首脳会談

 　　２４(日) 友引

 先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

 8/11(月) 山の日

   12(火) 42,718 △898   148.26 ▼0.95

   13(水) 43,275 △557   147.52 △0.74

   14(木) 43.649 ▼626   146.55 △0.97

   15(金) 43,378 △729   147.00 ▼0.45

先端設備導入に係る固定資産税の軽減特例

　中小事業者等が市区町村の認定を受けた先端設備

等導入計画に基づき取得した一定の機械・装置等に

係る固定資産税を軽減する特例措置は、改正により

令和７年４月から同計画に賃上げ方針を位置付けて

労働者に表明することが必須となりました。

◆１.５％以上の賃上げ方針を位置付ける

　本特例は、中小企業者が一定期間内に労働生産性

を年平均３％以上向上させるための先端設備等を導

入する計画を策定し、新たに導入する設備が所在す

る市区町村の認定を受けることが前提となります。

　改正により、雇用者給与等支給額を申請事業年度

（令和７年４月以降に開始する事業年度）又はその

翌事業年度において申請事業年度の直前の事業年度

と比較し、１.５％以上又は３％以上増加させる賃上

げ方針を策定して、労働者（全員ではなく代表者の

みでも可）に表明することが要件に加わりました。

　賃上げ方針を１.５％以上として認定を受けた計画

に基づき一定の設備を新規取得した場合は、固定資

産税の課税標準が３年間１／２に軽減されます。また、

３％以上である場合は５年間１／４に軽減されます。

◆計画の認定後に取得した設備が対象

　対象となる設備は、年平均の投資利益率が５％以

上となることが見込まれる投資計画に記載された設

備で、機械装置（１６０万円以上）、測定工具及び検

査工具（３０万円以上）、器具備品（３０万円以上）、

建物附属設備（６０万円以上）です。

　なお、申請前に先端設備等導入計画や新規取得設

備に係る投資計画について、認定経営革新等支援機

関の確認を受ける必要があります。また、設備は計

画の認定後に取得しなれければなりません。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５３１

土地の相続登記に係る登録免許税の免税措置

　昨年４月から相続により不動産を取得した場合

の相続登記が義務化されており、土地について相

続登記を受ける際は土地の価額に対して０.４％の

登録免許税が課せられます。

　ただし、①土地を相続した方が相続登記をする

前に亡くなった場合や、②相続した土地の価額が１

００万円以下の場合は免税措置があり、今年度改正

で適用期限が令和９年３月まで延長されました。

　なお、①は登記名義人のＡから土地を相続した

Ｂが相続登記をする前に亡くなった場合に、Ｂを

土地の登記名義人とするための相続登記が対象と

なります（Ｂから土地を相続したＣを登記名義人

とする相続登記は対象外）。

マイナカードの電子証明書が期限切れの場合

　マイナンバーカードのＩＣチップに搭載された

電子証明書には有効期限（発行日から５回目の誕

生日まで）があり、マイナ保険証の利用登録をし

ている方の電子証明書が有効期限切れとなった場

合、有効期限満了日が属する月の末日から３ヵ月

間はマイナ保険証を利用できますが、更新手続き

をしなければ利用できなくなります。

　なお、協会けんぽでは有効期限満了日が属する

月の末日から２ヵ月を経過した場合、資格確認書

を事業主経由で送付するとしています。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記

　　　 の手順で取り出すことができます。【無料】

　　　 ①03-3940-6000へＴＥＬ(プッシュ回線)。

　　　 ②記事下のＢＯＸ番号を入力し＃。

　　　 ③取り出し先のＦＡＸ番号を入力し＃。

　　　 ※アナウンスのガイドに添って入力して下さい。
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先端設備等導入に係る固定資産税の軽減特例の概要 

 中小企業等経営強化法で規定される認定先端設備等導入計画に基づく設備投資について、市区町

村の判断により新規取得される償却資産に係る固定資産税が軽減される特例措置は、令和 7 年度税

制改正により対象を賃上げ方針を表明する場合に限定する等の見直しを行った上で、適用期限を令

和 9 年 3 月 31 日まで 2 年間延長しました。 

◆先端設備等導入計画の概要 

 中小企業等経営強化法に規定された「先端設備等導入計画」は、中小企業者が設備投資を通じて

労働生産性の向上を図るための計画です。この計画は、市区町村が国から「導入促進基本計画」の

同意を受けている場合に、認定を受けることができます。 

 具体的には、中小企業者が 3 年間～5 年間（※1）に労働生産性を基準年度比（直近の事業年度

末）で労働生産性（※2）を年平均 3％以上向上させるため、先端設備等を導入する計画を策定し、

その内容が新たに導入する設備が所在する市区町村の「導入促進基本計画」に適合する場合に認定

を受けられます（※3）。 

 認定を受けた場合は税制支援などの支援措置を受けることができます。 

※1 市区町村が策定する導入促進基本計画で定めた期間。 

※2 労働生産性は【（営業利益＋人件費＋減価償却費）／労働投入量（労働者数又は労働者数×1

人当たり年間就業時間）】で算定します。 

※3 先端設備等導入計画記載の設備導入によって労働生産性が年平均 3％以上向上することが見込

まれることについて、認定経営革新等支援機関（商工会議所・商工会、士業、地域金融機関等）に

計画の事前確認を受けてから市区町村に申請する必要があります。 

◆先端設備等導入計画による税制措置（固定資産税の軽減措置） 

 中小事業者等が適用期間内（令和 7 年 4 月 1 日～令和 9 年 3 月 31 日まで）に、雇用者給与等

支給額を 1.5％以上とする賃上げ方針を従業員に表明し、当該賃上げ方針を位置付けて市区町村か

ら認定を受けた「先端設備等導入計画」に基づき、一定の設備を新規取得した場合、新規取得設備

に係る固定資産税の課税標準が 3 年間、1/2 に軽減されます。 

 また、賃上げの方針が 3％以上のものである場合は、5 年間にわたって 1/4 に軽減されます。 

◎対象設備等 

 年平均の投資利益率が 5%以上となることが見込まれる投資計画（※1）に記載された投資目的

を達成するために必要不可欠な設備で、①機械装置（160 万円以上）、②測定工具及び検査工具

（30 万円以上）、③器具備品（30 万円以上）、④建物附属設備（60 万円以上）（※2）が対象

となります。（※3） 

※1 対象設備が投資利益率の要件を満たすことについて、申請前に認定経営革新等支援機関による

事前確認を受ける必要があります。 

※2 家屋と一体で課税されるものは対象外です。 

※3 市区町村が策定する「導入促進基本計画」によっては対象が異なる場合があります。 

◎賃上げ方針の表明等について 

 国内雇用者に対する給与等の総額（以下「雇用者給与等支給額」）を、計画申請日を含む事業年

度 （以下「申請事業年度」）（※1）又はその翌事業年度において、申請事業年度の直前の事業年

度と比較し 1.5％以上又は 3％以上増加させる賃上げ方針を策定して、従業員に表明します。 

 市区町村に先端設備等導入計画を申請する際に、認定申請書内に雇用者給与等支給額を 1.5％以

上又は 3％以上増加させる賃上げ方針を従業員へ表明した旨を記載するとともに、従業員へ賃上げ

方針を表明したことを証する書面（※2）を添付します。なお、表明は従業員全員ではなく、従業

員の代表者のみに行うことも可能です。 

※1 令和 7 年 4 月 1 日以降に開始する事業年度に限定されます。 

※2 表明を受けた従業員代表者の署名（記名・押印も可）が必要です。 

◎留意点 

・先端設備等の取得時期については、「先端設備等導入計画」の認定後に取得することが必須です。

設備取得後の計画申請は認められません。 

・市区町村に計画申請する際は、認定申請書とともに認定経営革新等支援機関から発行された先端

設備等導入計画及び投資計画に関する確認書の提出が必要です。 


